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02
中期経営計画 「ENEX２０３０」
事業環境と人々のくらしの変化を見つめ直し、

事業ポートフォリオを大きく進化させる8年間の計画です。

これまでに培ってきたお客様やお取引先とのつながりを最大活用し

新たな価値提供の機会を開拓すること、

そして、商機を見極め、育成する投資力を高めると同時に

事業全体の収益力マネジメントを強化することで、

将来に向けた新たなビジネスの柱をしっかりと育成し、

変革を通じたさらなる成長に挑戦します。

くら し の 
原 動 力 を 創 る
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現場力の強化

投 資 実 行 の 加 速
新規・戦略投資  2,100億円

•既存事業における顧客基盤のさらなる充実と収益性の向上
•グループ・コミュニケーション向上、総合力を高め、現場力強化

投資推進体制
の構築

投資戦略実行
’23‒’24 1st S

TAGE

’25‒’26 2nd 
STAGE

投資の
加速

事業ポ
ートフ

ォリオ
の進化

’27‒’2
8 3rd

 STAG
E

’29‒’3
0 4th

 STAG
E

累
計
投
資
額
イ
メ
ー
ジ

中期経営計画「ENEX2030」

ロードマップと指標

攻守にDXを活用、投資の実行と投資先の成長支援

「ENEX2030 ’25-’26」 2nd STAGE  投資戦略実行

財
務
目
標 

非
財
務
目
標 

新
設

2024年度実績 2025年度実績 2026年度目標 2030年度目標

当期純利益 171億円 161億円 165億円 200億円以上

実質営業CF 421億円 377億円 380億円 450億円

ROE 10.2％ 9.1％ 9.0% 9.0%以上

新規・戦略投資 274億円（２年間累計） 108億円 392億円 2,100億円（８年間累計）

2024年度実績 2025年度実績 2030年度目標

GHG排出量 37%削減 36%削減 50%以上削減（2018年度比 Scope1・2）

女性新卒採用比率 41% 29% 30%以上

女性管理職比率 3.0% 3.0% 10%

男性育休取得率 75% 100% 80%以上

1人当たりの
教育研修投資額 157千円 130千円 200千円

エンゲージメント指数 67.0％ 67.7% 70%

現場力の強化 新規・戦略投資の実行

攻
め

守
り

中期経営計画「ENEX2030」｜ロードマップと指標SECTION 02

■2025年度 振り返り ■定量目標の進捗

DXを活用した営業
　顧客接点のデジタル化と販売プロセスの高度化を目的に、オ
ンラインサービスの拡充を推進しました。車関連商材オンライン
ショップ「EneStore」を活用し、販売の効率化・業務負担低減を
進めるとともに、住宅設備ECサイト「eコトもーる」を開始し、新
たな顧客接点の創出を図りました。デジタルチャネルを通じてお
客様の利便性向上と営業生産性の向上を実現し、新規顧客の獲
得と販売機会の拡大による収益基盤の強化につなげています。

グループ連結経営管理の強化
　グループガバナンス・リスクマネジメント・事業会社管理を強化
するとともに、新ERPシステムを本格稼働し、業務標準化・効率
化を推進し、データ活用のための基盤整備を進めました。

今後の取り組み
・ データを活用した提案営業の進化
・ AI・BI活用による営業生産性向上
・ デジタルチャネルの利用拡大・定着
・ 顧客データの蓄積・一元化

今後の取り組み
・ 新規・戦略投資のさらなる加速
 モビリティ事業、国内外物流関連事業、産業ガス関連事業、需給
調整力拡充など

・ 石油流通事業会社とのアライアンス強化
・ モビリティ関連事業を軸とした中古車流通の進化
・ DXで“保安と物流”の強化徹底

今後の取り組み
・ グループ会社のさらなるシナジー発揮
・ 情報・人材・ノウハウの一体活用のさらなる深化
・ 新ERPシステムの定着化とデータ活用の高度化

今後の取り組み
・ 投資案件のサポート及び適正な審査
・ 低効率資産の入替え
・ 継続した投資先KPIの管理強化

新規・戦略分野
　将来の成長に向けた新規・戦略投資を着実に実行しました。
LNGガスエンジン発電機2基を増設し、安定供給体制の強化と
需給調整力の向上を推進しました。また、九州エリアで船舶燃料
供給を担う関門海運㈱（現：エネクスマリンコネクト㈱）の株式取
得により物流機能の内製化を進め、船舶燃料事業の競争力を強
化しました。更に、「WECARS Partners」をはじめとする中古
車流通モデルを構築し、グループネットワークを活用した新たな
モビリティ関連事業基盤の拡充を図りました。

ポートフォリオマネジメントの推進
　各事業戦略を踏まえた投資戦略の実行と投資基準の適正化
を推進するとともに、投資先のKPI管理強化による投資効果の
最大化に取り組みました。
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顧客基盤を軸としたアプローチ

当期純利益構成比の変革イメージ

エネルギー
販売

エネルギー
販売

周辺
サービス 周辺

サービス

NEW

エネルギー
販売

エネルギー
販売

NEW NEW

1

周辺領域における新たな
サービスの開拓

2

領域を横断した
商材の展開・サービスの拡充

3

将来を見据えた
事業の種まき

4

既存事業関連の買収等による
顧客基盤の拡大

周辺
サービス

顧客基盤

2030年度目標

モビリティ

30%

石油
15%

ガス
15%

電力・熱
15%

エネルギー
トレード
25%

モビリティ
石油

2024年度実績

200億円以上

171億円

9%
24%

ガス
17%

電力・熱
20%

エネルギー
トレード
30%

周辺
サービス

周辺
サービス

周辺
サービス

周辺
サービス

周辺
サービス

サービスの拡大・強化を推し進め、
マーケットでの競争力を向上する

成長ドライバー事業

顧客基盤を維持・仕組みを高度化
しながら新商材・サービスを開拓し、
質の良いポートフォリオに入替える

収益基盤事業

中期経営計画「ENEX2030」

事業ポートフォリオの変革に向けて

ポートフォリオの方向性事業環境認識

中期経営計画「ENEX2030」｜事業ポートフォリオの変革に向けてSECTION 02

　当社グループは、人口減少やエネルギー需要構造の変化、脱炭素化の進展などの事業環境変化を見据え、エネルギー
商社として培ってきた事業基盤と現場力を活かしながら、収益ポートフォリオの変革を進めていきます。
　成長ドライバーと位置付けるモビリティ領域では、車両販売やメンテナンスと既存事業との連携を強化し、カーライフサ
イクル全体で提供する価値の向上を図ります。加えて、デジタル・DXを活用した周辺サービスの拡充や新たな事業機会の
創出を進めることで収益の拡大を目指します。また、電力・LPガス事業を起点とした家庭領域での生活関連サービスの拡
充を進めることで、お客様との接点を広げ、長期的な関係構築につなげます。
　石油製品やガスなどの収益基盤事業においては、安定供給という社会的使命を果たしながら、業務高度化や物流機能
の強化を進め、地域インフラの持続性と競争力向上を両立します。また、そこで得られた安定収益を周辺成長領域へ投資
することで、新たな収益源を創出し、エネルギー事業だけに依存しない変化に強い多様な事業ポートフォリオへの進化と持
続的な利益成長を目指します。

　当社グループを取り巻く事業環境は、いま大
きな転換期を迎えています。国内では人口減少
や少子高齢化の進展に加え、省エネルギー化
や電動化の拡大を背景として、ガソリン・軽油・

LPガスなど従来型エネルギー商材の需要減少
が中長期的に続くことが見込まれています。
　エネルギー業界では、川上においてエネル
ギー転換や競争力強化を目的とした再編が進
む一方、地政学リスクの高まりによるエネル
ギーの安定調達の重要性も増しています。ま
た、川下では需要減少や後継者不足、人手不
足などを背景に事業継続が困難となる事業者
が増加しており、業界構造そのものが大きく変化しています。地域における安定的なエネルギー供給体制の維持や、地域
経済の持続的な発展も重要な社会課題となっています。
　こうした環境変化はリスクであると同時に、新たな需要や事業機会を生み出す契機でもあります。当社グループは、長年
にわたり培ってきた顧客基盤と全国に広がるネットワークを活かし、社会とくらしに最も近い立場から変化を捉えることがで
きます。加えて、エネルギーは社会活動を支える重要なインフラであり、その安定調達と安定供給への期待は今後も変わり
ません。当社グループが展開する各事業の市場シェアには依然として拡大余地があり、需要減少下においても成長機会は
存在しています。今後も社会課題や顧客ニーズの変化を的確に見極めながら、既存事業の競争力強化と新たな価値創出
の両立を図り、持続的な成長と企業価値の向上を実現していきます。

主な対応策

石油製品需要見通し

■ カーライフ事業

・ 販売店との連携を強化し、地域生活者のニーズを汲み取ることによる系列CSの収益基盤強化
・ 販売数量減に伴う収益減に備え、Ｍ＆Ａによる自動車関連事業の拡大
・ 環境商材の取り組み
・ 多様なサービスの提供

■ 産業ビジネス事業
・ AdBlueⓇやリニューアブル燃料等、今後成長が見込まれる環境配慮型商材の販売及び導入推進、
LNG、アンモニア、水素等、石油代替燃料となる次世代エネルギーへの取り組みによる収益拡充

・ 産業ガスの容器再検査事業強化と周辺事業領域への拡大

■ ホームライフ事業

・ 国内外Ｍ＆AによるLPガス顧客数の維持・拡大
・ 小売販売事業の効率的な運用及びその機能の提供先拡大
・ 顧客基盤へのクロスサービスによるお客様の離脱防止
・ LPWA※等のIT活用による業務効率化とコスト削減

■ 電力・ユーティリティ事業
・ IT活用やTERASELブランド構築による、電力小売事業の営業活動の強化
・ 代理店網を活用した営業基盤の拡充
・ 調整電源を持つことによる機動的な対応

※ LPWA（＝Low Power Wide Area）とは、消費電力を抑えて遠距離通信を実現する通信方式です。お客様のガスメーターに専用機器を設置しLPWAを用いることで、検針や
配送の合理化を進めています。

（千kL、千t）
50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

LPガス（千t）軽油（千kL）ガソリン（千kL）

2030202920282027202620252024
見通し実績見込み実績

（年度）

43,639
30,741

11,914

43,518

42,402

41,402

40,593
29,885

39,881
29,577

39,154
29,241

11,023

11,130

11,292

11,470

11,774
30,399

30,233

30,675
11,842

出典：経済産業省「2026～2030年度石油製品需要見通し」（2026年4月7日公表）
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　近年の自動車アフターマーケット市場は、国内の自動
車保有台数が堅調に推移する中、着実な成長を続けてい
ます。円安を背景とした優良中古車の海外輸出拡大に加
え、法人車両需要の底堅さや、新車価格の上昇、納期長
期化、維持費負担の増加などを背景に、カーシェアリング
市場も拡大しています。また、車両の電動化・コネクテッド
化の進展に伴い、整備・メンテナンスやデータ活用など周
辺サービスへの期待も高まっています。一方で、事業者・
ユーザー間の情報の非対称性、整備士不足、部品流通の
非効率性、車両の高度化に伴う整備技術への対応など、
業界には依然として多くの課題が残されています。当社
グループは、これまで培ってきた顧客基盤と現場力を活か
し、こうした課題の解決を通じて自動車アフターマーケッ
トにおいても高い価値を発揮することで、モビリティ事業
の持続的な成長を実現していきます。

（注） 市場規模は①中古車事業（中古車小売、中古車輸出、中古車買取、オートオー
クション）、②自動車賃貸事業（オートリース、レンタカー、カーシェアリング）、 
③自動車部品・用品事業（カー用品、補修部品、リサイクル部品（中古・リビル
ド））、④自動車整備事業（自動車整備、自動車整備機器）、⑤その他関連サービ
ス事業（自動車保険、ロードサービス）の5事業の合算値

出典：㈱矢野経済研究所「自動車アフターマーケット市場に関する調査（2025年）」
（2025年10月1日発表）

　当社グループはアフターマーケット領域において、これまで培って
きたノウハウや顧客基盤を活かせる「中古車周辺」「整備」「商用車／ト
ラック」を投資注力領域と位置付け、事業基盤の強化を進めています。
特に㈱WECARSを中核とした中古車関連事業の拡大に取り組み、全
国規模の顧客接点を活かした収益機会の創出を推進しています。これ
ら投資注力領域に、DX投資やAI活用による業務高度化に加え、法人
営業ネットワークの再構築、サービス機能の拡充、グループ内外との
連携強化を進めることで、モビリティ事業全体の競争力向上と持続的
な成長を目指します。

投資注力領域の進捗

自動車アフターマーケットの課題

クルマの資産価値と利活用を高める好循環の構築を目指す

情報の非対称性
（ユーザー）

ソフトウェア（SDV）に伴う
診断の難しさ

（整備・メンテナンス）

整備士不足と
過酷な労働環境
（店舗・工場）

部品流通の多段階構造と
タイムラグ

（サプライチェーン）

自動車アフターマーケット概況

成長ドライバー事業戦略  －モビリティ－ 

（億円） （％）

（年）2019 2020 2021 2022 2023 2024
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0
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0.0

市場規模（左軸） 前年比（右軸）

105.5100.2 104.5105.5
98.298.5

193,553 190,014 200,473 200,827 209,792 221,235

自動車アフターマーケット市場規模推移

中期経営計画「ENEX2030」｜事業ポートフォリオの変革に向けてSECTION 02

投資注力領域の重点取り組み

①出資・資本参画の強化
● ㈱WECARS・㈱AGENCIAへの出資

②パートナー企業との新規事業創出
● 中古車ビジネスプラットフォームWECARS Partners、

販売店向け簡易査定ツール開発 など

③グループ連結経営の強化
● グループ全社でのモビリティ人材の育成

WECARS Partnersの発足

　当社グループは、㈱WECARSとの連携を強化し、中古車
ビジネスプラットフォーム「WECARS Partners」の拡大を
進めています。本取り組みでは、㈱WECARSの店頭在庫車
両をパートナーズ価格で当社グループ販売店へ供給するこ
とで、各販売店が日本最大級の中古車流通ネットワークを
活用しながら、在庫リスクを抑えつつ良質な中古車を安定的
にお客様へ提供できる体制を構築しています。これにより販
売機会の拡大に加え、納車後の整備・点検・車検・保険などの
周辺サービスの需要獲得にもつなげています。また、中古車
流通・販売にとどまらず、グループ各社が保有する顧客接点

や営業基盤、整備ネットワークやDXの活用を組合せること
で、新たな事業機会の創出にも取り組んでいます。今後は㈱
WECARSとの連携を軸に、さまざまなパートナー企業との
協業も視野に入れながら、車両の仕入れから販売、アフター
サービスまでを一体で提供するモビリティサービス基盤の構
築を進め、グループ
シナジーの最大化
と持続的な成長の
実現を目指していき
ます。

AI・画像認識技術を車両査定に活用―㈱AGENCIAへの出資―

　2 0 2 6年4月、当社はA I・画像認識技術を有する㈱
AGENCIAへ出資しました。㈱AGENCIAは360°画像の生成
やAIを活用した画像認識技術に強みを持ち、撮影した写真か
ら車体の傷やへこみの有無、車内設備の状態などを自動で判
別することができます。当社グループでは、これらの技術を中
古車査定業務へ活用することで、査定担当者の経験やスキ

ルによる評価のばらつきを抑え、査定の信頼性と精度の向上
を目指しています。また、査定業務の効率化を通じて、業界全
体で課題となっている人材不足への対応にもつなげていきま
す。今後は、お客様自身が撮影した画像を活用したオンライン
査定・買取りサービスの実現も視野に入れ、中古車流通のさら
なる利便性向上と顧客体験の高度化を推進していきます。

AIによるパーツ判別360°全方位車両画像 車両損傷の分類（瑕疵検出）

モビリティ事業基盤
顧客・販売店・取引先

新車 アフターマーケット

車両メンテナンス受託事業

オートオークション 中古車販売及び車両買取事業、
車検・一般整備及び鈑金塗装事業

カーライフステーション運営、
中古車販売

レンタカー

360°画像の生成や
AI画像認識技術を活用

カー用品ECサイト

売る・買う

使う

メンテナンス

中古車周辺・整備・トラック
投資注力領域

自動車ディーラー
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守りのDX変革

~2025年度

● 業務効率化AIツール
 「ENEX-GPT」の導入 ● 業務特化AIツールの導入 ● AI予測モデルの構築

● グループ間
 基幹システムの統合

□現場の業務時間の削減
□現場の業務の質向上

業務効率化

□意思決定スピードの向上
□判断の最適化

データドリブン経営

2026年度 2027~2028年度

攻めのDX変革

STEP1 : 点の施策 STEP2 : 線の施策

● 全社DB連携
● 主要KPIのダッシュボード化
● 全社DB連携
● 主要KPIのダッシュボード化

ENEX2030 経営ビジョン

お客様への価値提供
 「くらしの原動力を創る」

●顧客基盤を横展開、ニーズの発掘・予測
●新規事業発掘に向けた新たなデータの追加
●投資案件に関するデータ活用・分析の高度化

AI※1・BI※2 データ分析による
事業拡大余地の創出

業務効率化による
余力の創出

全社DB※3

統合されたリアルタイムデータによる
データドリブン経営

経営資本の高度化・最大活用

デジタル・データ
活用ができる

効率的な
オペレーションを
実現する

スピーディかつ
正確な判断を
支える

デジタル・データ
活用の

前提としての
組織・人材 ITシステム データ セキュリティ

● 各部署個別業務の抜本的
 効率化（つくるプロジェクト）
● 職能向けデータ活用ブートキャンプ

● 各部署業務フロー全体での
 抜本的効率化
● 職能のアドバイザリー機能強化

● 各部署業務フロー全体での
 抜本的効率化
● 職能のアドバイザリー機能強化

● 会計システム刷新
 データガバナンス構築
● 全社DBデータ集約
● 全社DBデータの
 ダッシュボード化・全社展開

● 会計システム刷新
 データガバナンス構築
● 全社DBデータ集約
● 全社DBデータの
 ダッシュボード化・全社展開

デジタル・データを活用した
業務効率化を確実に実行し、

成果創出によって、
社員及びお客様の価値創造に貢献する

エネクスグループ DXビジョン

　当社グループではこれまで、業務効率化と事業基盤強化に向けたデジタル変革を推進しており、2025年1月にはグルー
プ会社を含む全社システムを統合した新ERPシステムを本格稼働させました。更に、AIツール「ENEX-GPT」の導入・活用
を進めるなど、デジタル活用基盤の整備を推進しています。
　中期経営計画「ENEX2030」では「くらしの原動力を創る」を掲げており、このありたい姿に向けて今後データ分析・活用
を更に進化させ事業投資・新規事業創出に活用していくべく、DX戦略として具体的なロードマップを策定しました。現状の
不確実性の高い事業環境を考慮し、短期的には事業リスクに備えるべく作業効率化や業務標準化を目指す守りのDXを優
先し、2030年に向け事業の拡大や創出を目指す攻めのDXへと重点施策を移行させていく考えです。STEP1である2026
年度は、「点の施策」推進としてまずは各業務領域におけるAI・BIツールの活用定着を進めるとともに、データ基盤及び管理
手法の利便性向上に取り組んでいます。今後は様々なコーポレート部門・事業部門間との連携を強化し、企業組織全体の
業務効率化とデータドリブン経営への変革を進め、事業ポートフォリオ変革を支えていきます。

DX戦略

▲

P.50 人材活用

中期経営計画「ENEX2030」｜事業ポートフォリオの変革に向けてSECTION 02

2030年に向けた課題認識

「現場知×データ」による意思決定の高度化
社員が培ってきた「仮説構築力」や「即座の判断力（勘）」
は、当社固有の一次情報であり、不確実性の高い事業環境
においては、これらを定量的な外部データと融合すること
で、更に精度の高い意思決定を行う重要性が高まる

デジタルによる競争環境の激化
エネルギー業界各社は、 AI等デジタル技術を活用しコスト効率
化を積極推進。卸売業（特にお客様とメーカーとのマッチング機
能）においても、新たなプラットフォーマーが台頭する競合リスク

お客様のデジタル化ニーズの高まり
デジタルチャネルでサプライヤーとコミュニケーションを行う
法人消費者が増加。デジタル顧客体験の質やチャネル横断で
の情報連携の有無が、サプライヤー選定の意思決定に影響

人材から企業へのDXニーズの高まり
人口減少に伴い国内労働力人口は減少、人材獲得競争が激
化するリスク。一方で、DX推進により業務の質・量が改善さ
れることが採用及び従業員のエンゲージメント向上に寄与

担当者メッセージ

つくるプロジェクト
～時間をつくる・余白をつくる・価値をつくる～

　「つくるプロジェクト」は、日々の業務にある“つまらない・くりかえ
し・ルーティン”な作業をデジタル・AI・データの力で見直し、社員が
本来注力すべき仕事に向き合う時間をつくる全社横断の取り組み
です。形式的な定例報告やExcelによる集計・照合作業、会議資料
作成時の転記・加工などの業務について、全社データ基盤を活用し
た自動化やリアルタイムでの情報共有へと転換し、業務効率化を
推進します。
　現場の課題や業務実態に即したテーマを起点に、企画から実
装、定着までを一貫して支援することで、継続的な業務改革の実現
を目指します。こうした取り組みを通じて創出した時間を、人材育
成や顧客提案、新たな価値創造活動へ振り向けることで、社員一
人ひとりの生産性向上と組織全体の変革につなげていきます。

デジタルとデータで、
全社の「変わる」を支える
デジタル戦略部長
國貞 洋行

デジタル戦略部 旧IT・デジタル部

DX推進

人材育成 業務改革

AI
データ活用 システム運用

ITインフラ

定型作業／
重複作業を減らす

考える・学ぶ・
試す時間を増やす

顧客提案・サービス改善・
新規施策・データ活用

につなげる

時間
余白

価値

をつくる
をつくる

をつくる

　2026年4月、当部は「IT・デジタル部」から「デジタル戦
略部」へ改称しました。従来のシステム運用やITインフラ
の維持・管理に加え、DX推進、AI・データ活用、人材育成、
業務変革を牽引する戦略部門としての役割を担っていま
す。各部門及びグループ会社と連携し、デジタル技術と
データを活用した現場課題の解決を一つひとつ積み重ね
る「地道なDX」により、社員一人ひとりがより付加価値の
高い業務に注力できる環境づくりを進めています。2026
年度は、AIやBIツールの活用拡大に加え、「つくるプロジェ
クト」を通じた定型業務の見直しや業務効率化を着実に推
進します。あわせて、デジタル知見を備え、現場とともに変
革を実行できる人材を「地道かつ継続的に育成」し、生産
性向上と企業価値向上の実現を目指します。

※1 AI（Artificial Intelligence）:人工知能の略称で人の知能を模倣して推論・学習するコン
ピュータ技術。

※2 BI（Business Intelligence）:データベースに蓄積されたデータを集計・分析し、経営や業
務改善に役立てるための技術やソフトウェア。

※3 DB（Data Base）:データベースの略。
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● 元売より調達 ● 全国の販売拠点へ卸売 ● CSにて一般消費者へ販売
● CSの運営サポート
● トラック向け大型CSの運営

調達

モビリティ
販売 整備・メンテナンス

調達

自動車用エネルギー
卸売 販売

● 元売より調達
● 海外より輸入

● 自社基地にて貯蔵
● 石油製品及び化学品向けに保管
用タンクの賃貸

● 船舶用燃料の販売
● 産業用ガスの販売
● 次世代燃料（GTL、RD、FINE 
DIESEL）の販売

● 道路会社中心にアスファルトを販売
● AdBlue®の販売

● アスファルトを海外より輸入
● AdBlue®の原料を海外より輸
入、国内提携工場で製造

● その他国内各社より調達

● ファンドなどによる再生
可能エネルギーを中心
とした開発推進

● 自社電源による発電に
加え、大手電力会社と
のアライアンスなどによ
る電力調達

● 市場取引やデリバティ
ブ取引などを活用し、需
給バランス最適化・ト
レーディングを実施

● 異業種アライアンスパー
トナーにより電力販売

● 当社グループが持つ顧
客基盤へ電力をセット
販売

● 法人企業へ電力を販売

● 自社基地にて貯蔵

調達

産業用資材
卸売 販売

調達

産業用エネルギー

電力

地域熱供給

卸売 販売

● 熱供給プラントの設置 ● 熱供給プラントで空調用の冷水
や温水を製造

● 区域の複数の建物へ供給

設備開発 製造 供給

卸売・販売需給管理生産・調達電源開発

● 元売より調達 ● 各充填所から、シリン
ダー、バルクなどの販売
形態に合わせ充填・配送

● 全国の販売店へ卸売 ● グループ会社・販売店よ
り、全国各地の一般家庭
及び商業用・工業用向け
に販売

● オートガススタンドに
て、LPガス自動車（タク
シー・バス）へ供給

● メーカーより調達 ● 全国の販売店へ卸売 ● グループ会社・販売店より、全国各
地の一般家庭及び商業用・工業用
向けに販売

調達 卸売 販売

生活関連機器

LPガス
販売卸売充填調達

● 新車を日産自動車㈱より調達
● 中古車を買取りにより調達

● 一般消費者へ販売
● オークション販売

● CS、㈱WECARS等による整備
● メンテナンスの受託管理

事業別戦略
当期純利益（億円）事業と強み ビジネスフロー

計画 実績

70

60

50

40

30

20

10

0

64

43 43

56 5248 50

計画 実績

39
31

40

52 4847
54

計画 実績

23

37 33 34 34 3026

計画 実績

15

27 26 29 2929 30

70

60

50

40

30

20

10

0

70

60

50

40

30

20

10

0

70

60

50

40

30

20

10

0

2023 2024 2025 2026

2023 2024 2025 2026

2023 2024 2025 2026
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（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

CAR-LIFE 
DIVISION
カーライフ
事業

INDUSTRIAL 
BUSINESS 
DIVISION
産業ビジネス
事業

● アスファルト・産業ガス・環境用商
材・法人向け自動車燃料給油カー
ドなど多様な商材の包括的提案

● AdBlue®やリニューアブルディー
ゼル（RD）、GTL燃料などの環境
関連ビジネスにおける提案・販売ノ
ウハウ

● 全国にあるCSを拠点とした安定し
た顧客基盤・販売ネットワーク

● カーディーラーと中古車販売、自
動車整備業等を軸とした自動車ビ
ジネスネットワーク

自動車用エネルギー
販売事業

トラック事業 CS経営コンサル
ティング支援事業

自動車ディーラー
事業

自動車整備関連事業 中古車販売事業

石油製品トレード・
ターミナル事業

産業ガス販売事業 船舶燃料販売事業

海外事業 アスファルト
販売事業

環境商材販売・
サービス事業

POWER & 
UTILITY 
DIVISION
電力・
ユーティリティ
事業

● 発電（太陽光・水力・石炭火力・天然
ガス火力）から需給調整、電力販
売までの一貫体制

● 強固な顧客基盤を有する各地域事
業者とのネットワーク、つながり

発電事業 バイオマス発電事業 海外事業

テラセルソーラー
サービス事業

電力小売事業 地域熱供給サービス
事業

HOME-LIFE 
DIVISION
ホームライフ
事業

● 全 国に拡がる安 定した顧 客 基 盤
と、当社グループが築き上げた販
売ネットワーク

● 川上（ 輸 入ターミナル ）から川下
（全国各地の一般家庭）までの物
流一貫体制

LPガス元売事業 LPガス販売事業 都市ガス販売事業

ECサイト住設機器 
販売事業

電力小売事業 生活関連サービス
事業

中期経営計画「ENEX2030」｜事業別戦略SECTION 02
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CAR-LIFE DIVISION
カーライフ事業

　カーライフ事業は、石油製品販売事業とモビリティ事
業の2つの基盤から構成され、当社グループの事業ポート
フォリオ変革を担う中核領域の一つとして位置付けてい
ます。石油製品販売事業は全国のCSを通じて確立された
顧客接点と供給基盤を有し、モビリティ事業は新車・中古
車販売や整備ネットワークの拡充により成長を続けてお
り、現在では当社の収益の一部を担う規模へと拡大して
います。今後はこれら2つの事業を個別に拡大するのでは
なく、「石油製品×モビリティ」の融合とクロスセルにより
相互成長を実現し、収益機会の拡大を図っていきます。そ
のためにもCSを起点とした顧客基盤に対し、燃料供給を

中核としながらも車両販売や車検・整備などの機能を組合
せ強化することで提供価値を拡張し、カーライフ全体を
支える事業モデルへの進化を図ります。
　2026年度も引き続き、既存事業の競争力強化と成長
領域への投資を両輪で推進します。石油事業においては
供給基盤の維持・高度化を図りつつ、モビリティ事業にお
いては㈱WECARSを軸とした中古車関連事業及び整備
ネットワークの拡張を進めることで収益機会の拡大を図
り、価格変動に左右されにくい持続的な収益構造への転
換を目指します。

カーライフ全体を支える事業モデルへの進化

石油事業とモビリティ事業の
相互成長によるBX（ビジネス
トランスフォーメーション）を実現します。
　カーライフ事業を取り巻く環境は、大きな転換期を迎えています。国
内では脱炭素化の進展や少子高齢化を背景に、ガソリン・軽油などの燃
料需要が構造的な減少局面にある一方、地政学リスクやエネルギー価
格の変動、競争環境の激化により事業を取り巻く不確実性は一段と高
まっています。もう一方で、車両販売・買取、整備、保証といったカーライ
フ関連サービスの需要は底堅く推移しており、デジタル技術の進展を背
景に顧客接点の高度化や車両情報流通の効率化が進むなど、新たな成
長機会も拡大しています。
　当事業では、こうした事業環境の変化を踏まえ、エネルギー供給にとど
まらず、お客様のカーライフサイクル全体に価値を提供する事業への進
化を目指しています。今後は、石油事業とモビリティ事業の連携を一層強
化し、供給基盤の高度化や成長領域への投資を推進するとともに、デジタ
ル活用による顧客価値の向上、人材の最適配置・育成を図ることで、収益
基盤の強化と持続的な成長を推し進めます。

　当事業は、全国のCSネットワークを基盤に、従来の
「燃料供給拠点」から、お客様のくらしを支える「総合エ
ネルギー拠点」への進化を図っています。2025年度は、
LINEを活用した販促機能の高度化やカー用品ECサイト
「EneStore」の機能強化を進めるとともに、㈱WECARSと
の連携による中古車流通スキーム「WECARS Partners」
の構築を推進しました。また、車検・整備サービスとの連携
や中古車保証サービス「エネカー保証」の展開を通じて、
非燃料収益の拡大にも取り組みました。
　今後は、燃料供給を中核としながら、車両販売、車検・
整備、保険、電力販売などのサービスを一体的に提供す
ることで、CSの提供価値を高めていきます。石油とモビリ
ティを融合したサービスを展開することで、地域社会に必

要とされ続ける持続的な総合エネルギー拠点の実現を目
指します。

　持続的な成長の実現には、新たな事業機会を創出で
きる人材の育成と、現場力の強化が不可欠です。当社グ
ループでは、石油事業とモビリティ事業の双方を含む多様
な事業現場で人材を循環させることで、実務に根ざした
知見やノウハウの蓄積・共有を進めています。
　日産大阪販売㈱や㈱WECARSなどモビリティ関連企業
への出向・人材交流に加え、各事業の現場で培った顧客
対応力、業務運営力、課題解決力をグループ内で還流さ

せることで、事業領域を越えて価値を生み出せる人材の
育成を図っています。
　また、現場で得た知識や課題認識を事業開発や投資戦
略の立案にも活かすことで、人材育成と事業基盤強化を
一体で推進しています。今後も、現場に強い人材の育成
とグループ会社間の連携強化を通じて、市場変化や顧客
ニーズに柔軟に対応できる組織力の向上を目指します。

燃料供給拠点から総合エネルギー拠点へ

現場力を支える人材育成

重点施策

戦略実現のための重要な事業基盤

重点領域の拡大による収益機会の創出

中期経営計画「ENEX2030」｜事業別戦略SECTION 02

全国展開する
系列CS数

1,496CS

個人向け給油カード
有効会員枚数

約8万枚

法人向けエネルギーを
お届けしている事業所

約4,300ヵ所

自動車ディーラー
店舗数

102店舗

中古車販売
店数

238店舗

西村 邦夫
取締役（兼）常務執行役員
カーライフ部門長（兼）
株式会社WECARS担当役員

　カーライフ事業では、モビリティ事業を成長領域
と位置付け、事業基盤の拡大と収益機会の創出に
取り組んでいます。重点領域である中古車、整備、
商用車・トラック分野では、中古車領域において㈱
WECARSを中心に仕入・査定・流通・販売機能の高度
化を推進しています。整備領域では、整備ネットワー
クの拡充や周辺サービスの強化を進めており、㈱植
田モータースの買収もその一環です。また、商用車・ト
ラック領域では、中古トラック売買、整備、物流関連
サービスなど周辺領域への展開を進めており、㈱山
口カンキウ物流の買収などを通じて事業基盤を拡大
しています。今後は物流事業者に対し、車両の買取・
販売、整備、リース、保険を一体的に提供する体制の
構築を目指すとともに、DX投資を通じて各機能を有
機的に連携させ、持続的な成長を実現していきます。

● アスファルトを海外より輸入
● AdBlue®の原料を海外より輸
入、国内提携工場で製造

● その他国内各社より調達

データ×デジタル技術で、モビリティ周辺領域を全体最適・変革

DX

中古
乗用車
輸出

カスタマイズ
コーティング

販売金融
独立系
中古車
ディーラー

大手カー
用品店

海外
整備士
学校

整備士
マッチング
プラット
フォーム

整備
マザー工場
（乗用車）

物流
中古
商用車
輸出

トラック
解体業者

整備
マザー工場
（商用車）

商用車
オートオー
クション トラック

整備
事業者

大手中古
商用車
ディーラー

整備

商用車／
トラック 中古車
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　当事業は、全国の物流拠点や配送ネットワーク、船舶関
連機能など、長年にわたり培ってきた物流アセットを有し
ています。これらは、社会インフラを支える事業活動を通
じて構築された当事業ならではの強みであり、重要な競
争優位の源泉です。当事業では、この強固な事業基盤を
活用し、陸上物流・海上物流の双方において機能強化と
事業領域の拡大を進めることで、市況変動の影響を受け
にくい安定的な収益基盤の構築に取り組んでいます。
　更に、物流とDXの融合を成長ドライバーと位置付け、新た
な価値の創出を推進しています。デジタル技術の活用による
業務効率化や物流オペレーションの最適化に加え、データ活

用による意思決定の高度化を進めることで、生産性向上と顧
客価値の最大化を図っています。また、グループ内外の物流
機能や顧客接点を有機的に結び付けることで、商材や業界の
枠を超えた新たなソリューションの提供を目指しています。
　加えて、物流を起点とした新たなパートナーシップや
サービス展開を通じて、既存事業とのシナジー創出と収
益機会の拡大を推進しています。今後も、物流を成長戦
略の中核に据え、サプライチェーンの強化による安定収
益基盤の構築と、DXを活用した新たな価値創造の両輪
で、環境変化に柔軟に対応できる強靭な事業ポートフォリ
オの形成と企業価値の向上を目指していきます。

物流とDXを軸に切り開く新たな成長機会

　船舶燃料事業における物流機能の強化を目的として、
関門海運㈱の株式を取得し子会社化するとともに、エネ
クスマリンコネクト㈱へ社名変更しました。これにより、船
舶燃料配送の内製化を推進しました。安定供給体制の強
化と物流効率の向上を図るとともに、物流機能を競争優
位の源泉として活用していきます。本取り組みは、中期経
営計画「ENEX2030 ’25-’26」に掲げる「物流とDXで掴
む成長の商機」を具現化する施策の一つであり、物流を軸
とした事業競争力の向上と船舶燃料販売事業のさらなる
成長を目指しています。今後も物流機能の高度化を通じ
て、新たな収益機会の創出と企業価値の向上に取り組ん
でいきます。

　当社は、道路インフラを支えるアスファルトの安定供給
を担う国内有数のサプライヤーとして、全国10ヵ所の基
地ネットワークを活用し、国内販売シェア約25％を有して
います。物流機能を競争優位の源泉と位置付け、現在は
袖ケ浦アスファルト基地のタンク増設を進めることで受入
れ・保管能力を拡充し、供給力のさらなる強化を図ってい
ます。今後も戦略的な物流投資を通じてサプライチェー
ン全体の競争力を高め、市場シェア拡大と持続的な企業
価値向上の実現を目指します。

船舶燃料の配送内製化による事業基盤の強化

アスファルト配送拠点の拡充

重点施策

戦略実現のための重要な事業基盤

物流とDXで進化するサプライチェーン

アスファルトの
国内販売シェア

約25％

AdBlue®の
国内販売シェア

約30％

一般高圧ガス容器
耐圧検査本数

約23万本／年

タンクターミナル
総貯蔵量

約19万t

INDUSTRIAL BUSINESS DIVISION
産業ビジネス事業

中期経営計画「ENEX2030」｜事業別戦略SECTION 02

物流とDXを成長ドライバーに、
強靭な事業ポートフォリオの構築を
目指します。
　産業ビジネス事業を取り巻く環境は、エネルギー需要構造の変化や脱
炭素化の進展に加え、物流・人材コストの上昇など、大きな変革期を迎え
ています。そのような中、当事業はアスファルト、船舶燃料、産業用ガス
など社会インフラを支える商材の安定供給を通じて培ってきた物流機能
や事業基盤を強みに、環境変化に左右されにくい事業ポートフォリオの
構築を進めています。
　「ENEX2030 ’25-’26」では、既存事業の収益力向上に加え、事業間
シナジーの創出や新たな事業領域への挑戦を通じて、収益源の多様化
と安定化を推進しています。また、陸上物流と海上物流の機能強化、DX
の活用による業務効率化やバリューチェーンの高度化を進めることで、
お客様への提供価値を高めるとともに、新たな成長機会の創出を図って
います。今後も強みである物流アセットと事業ネットワークを最大限活用
し、持続的な成長と企業価値の向上を実現できる強靭な事業ポートフォ
リオの構築を目指します。

千村 裕史
常務執行役員
産業ビジネス部門長（兼）
ホームライフ事業担当役員

海上・陸上物流とDXを融合し、調達から販売までをつなぐサプライチェーンの高度化を通じて、新たな成長機会の創出に取り組んでいます。

全国の販売拠点

船舶・輸送機能

タンク・施設

多様な顧客基盤

DXによる最適化

強み・基盤

物流とDXによる最適化・付加価値向上

● 元売より調達
● 海外より輸入

● 自社基地にて貯蔵
● 石油製品及び化学品向けに
保管用タンクの賃貸

● 船舶用燃料の販売
● 企業向けの販売
● 次世代燃料（GTL、RD、FINE 
DIESEL）の販売

● 工場・プラント
● 運送会社・船舶
● 発電事業者・自治体 など

● アスファルトを海外より輸入
● AdBlue®の原料を海外より
輸入、国内提携工場で製造

● その他国内各社より調達

● 自社基地にて貯蔵 ● 道路会社中心にアスファルトを販売
● AdBlue®の販売

● 道路会社・建設会社
● 運送会社
● 製造業・インフラ事業者 など

調達 貯蔵 卸売 販売

産業用
エネルギー

産業用
資材

在庫・タンク
運用の最適化

最適な調達・
仕入れ先の多様化

配達・輸送の
効率化

需要予測・
データ分析

顧客接点の強化・
新たなサービス展開

海上燃料輸送事業 船舶代理店事業

外航船立会い事業

袖ケ浦アスファルト基地
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　当事業の戦略として、攻めの面では、DXを活用した顧
客接点の創出・拡大を重点施策とします。後述するECサ
イト「eコトもーる」やWebマーケティングの推進により、当
社供給先に限らない幅広いお客様との接点を構築し、非
対面販売の強化を図るとともに、新たな販売チャネルの
構築を目指します。また、電力販売の強化やポイントサー
ビスの拡充等を通じて、お客様にとっての実質的なメリッ
トと付加価値を高め、「選ばれる理由」を強化していきま
す。他方、守りの面では、保安・法令遵守をあらためて経
営の最優先事項に位置付け、「保安無くして事業無し」を
実態として機能させます。教育を“保安のインフラ”として

整備し、eラーニング、統一マニュアルの運用を通じて保
安品質を均質化するとともに、点検業務のタブレット化や
RPA活用等を推進し、記録の真正性や法令遵守力を高め
ます。この取り組みにより、お客様からの信頼向上と事業
基盤の安定化を図ることが狙いです。上記に加え、M&A
を活用した顧客規模拡大、事業再編に向けた戦略投資、
提携先とのシナジー強化にも注力します。これらDX活用・
保安・提案力を競争力の源泉とし、お客様・社員・お取引先
から「選ばれ続ける企業」の実現を目指していきます。

DXを活用した顧客接点の創出・拡大とM&A・事業再編に向けた戦略投資の推進

　当社は㈱交換できるくんと資本業務提携契約を締
結し、ハウスメーカーや管理会社が住宅設備のECサイ
トを構築・運用するための基盤となるプラットフォーム
「Replaform」を2025年7月より提供開始しました。これ
により、各企業は自社のECサイトを構築し、
商品検索・見積り作成・販売決済までをオン
ライン上にてワンストップで完結することが
可能となります。また、1号店として当社の
自社ブランドECサイト「eコトもーる」をオー
プンし、機器販売並びに設置工事を行うこ
とでWebからの新規顧客層を獲得していま
す。手間のかかるイメージのある見積りから

商品注文を簡便にすることで好評をいただいており、順
次取扱商品を拡大しているほか、商品・工事ともに10年
保証を無料でお付けしていることにより、便利かつ安心し
てご利用いただくことができます。

　新規層のみならず既存顧客も含めた顧客体験の向上を
目的に、2025年4月よりWeb会員サービス「MYENEX」
をリニューアルしました。本取り組みにより、LPガス等の
利用料金に応じて「eコトぽいんと」が獲得できるようにな
り、貯まったポイントはギフトカードや他のポイント等への
交換が可能となります。また、近年では月額利用型サービ
スが広く浸透しています。当社においても、リースを活用
した商品提供により、お客様が導入しやすい仕組みを整

え、多様化する顧客ニーズへの対応を目指します。これに
より、お客様との継続的な関係を構築し、顧客基盤のさら
なる強化につなげます。

住宅設備機器ECサイトの構築・運用

顧客体験の向上・新たなニーズへの対応

重点施策

戦略実現のための重要な事業基盤

サービスと会員プラットフォームの全体像

LPガス・都市ガスを
お届けしているご家庭

約150万世帯

オートガススタンド
（タクシー・バス用）

27ヵ所

LPガス販売店数

約2,600社

事業所拠点数

159ヵ所

HOME-LIFE DIVISION
ホームライフ事業

中期経営計画「ENEX2030」｜事業別戦略SECTION 02

攻めと守りの両軸で、
顧客基盤とグループネットワークの
強化を継続します。
　ホームライフ事業は、石油事業と並ぶ伊藤忠エネクスの祖業の一つ
であり、LPガスの直売（BtoC）及び卸売（BtoB）が主な柱です。長きに
わたり築き上げた顧客基盤は、販売店様への供給を含め、およそ150万
軒となります（2026年3月末現在）。一方で、当事業を取り巻く環境は、
国内の人口減少及び少子高齢化や、家庭におけるエネルギー選択の多
様化を受け、転換点を迎えています。また、近年では液化石油ガス法に
基づく取引適正化・料金透明化に関する新たな規制が導入されるなど、
LPガス事業者には変化が求められています。このような状況にいち早く
対応し、事業競争力を高めていくべく、２０２４年10月にLPガス事業を
主体とするグループ会社4社を経営統合し、伊藤忠エネクスホームライ
フ㈱（以下、当社）として新たに歩み始めました。新体制への移行から約
2年、攻めと守りの両軸を意識しながら顧客基盤とグループネットワーク
の強化を継続していきます。若松 京介

伊藤忠エネクスホームライフ株式会社
代表取締役社長

新規顧客向け 既存顧客向け

様々な用途に使えるポイントを付与

会員化によるお客様との接触強化

ロイヤルティの高いお客様の創出・固定化

資本業務提携

ECサイト作成をサポート

Webからの新規層取り込み
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　当事業では、2030年を見据えた持続的な成長と収益
基盤の強化に向けて、「顧客基盤の拡充」「需給機能の高
度化・調達最適化」「電力・熱周辺領域における新たなサー
ビスの創出・展開」の3つを戦略の柱に据えています。
　顧客基盤の拡充にあたっては、事業部門の枠を超え、
当社グループが有する法人・個人それぞれの幅広い顧
客接点を起点として営業活動を強化するとともに、M&A
や他社との提携も積極的に活用し、これまで十分にアプ
ローチできていなかった地域・業種・顧客層の開拓を進
め、新規顧客の獲得を加速していきます。需給機能の高
度化・調達最適化に関しては、自社電源や大手電力会社

とのアライアンスを活かし、需給予測・運用の精度向上と
電力調達の最適化を進めます。また、系統用蓄電池をは
じめとする調整力電源への投資を推進し、需給変動への
対応力を強化するとともに、調整力としての価値を新た
な収益機会として取り込んでいきます。加えて、電熱設
備の運営を通じて培った技術力と知見・ノウハウに、デジ
タル技術や当社グループの持つ多種多様な商材・機能を
掛け合わせ、新たなサービスの事業化（外部展開）を推進
します。これにより、お客様のエネルギーマネジメントの
高度化・効率化を総合的に支援し、次なる収益の柱を育
成します。

事業の強みを進化させ、次なる成長につなげる

　当社グループで発電事業を担う上越エネルギーサービ
ス㈱は、LNGを燃料とするガスエンジン発電設備を新た
に２基増設し、2025年12月に運転を開始しました。これ
により、同設備による発電容量は15.6MWから31.2MW
に倍増、当社グループにおける電力の安定供給及び電源
調達の最適化を実現します。また、機動性に優れたガスエ
ンジンの特性を活かし、需給調整市場へ調整力を提供す
ることで新たな収益源の獲得にもつなげていきます。

　大分県速見郡日出町で計画中の系統用蓄電池事業へ
の参画に向け、国内企業3社とともに同事業への出資を
決定しました。本事業は、特別高圧の系統用蓄電池設備
（定格出力51MW、定格容量204MWh）を開発・運営す
るもので、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い重要性
が高まる調整力の確保に寄与するものです。系統用蓄電

池は、充放電を通じて電力需給の変動を調整し、電力シ
ステムの安定運用を支える重要なインフラとして期待さ
れています。本事業への参画を通じて、電力・ユーティリ
ティ分野における事業領域の拡充を図るとともに、これま
で培ってきた電力事業の知見及び需給運用ノウハウを活
かし、収益基盤の強化を推進します。

電力供給力強化と収益源の多様化

事業ポートフォリオの拡充（系統用蓄電池事業への参画）

重点施策

戦略実現のための重要な事業基盤

2030年に向けた領域別投資方針

小売電力販売量
（取次数量を含む）

2,847千MWｈ

発電施設の能力

202MW

熱供給地区

19地区

電気の
グループ契約件数

約32万件

POWER & UTILITY DIVISION
電力・ユーティリティ事業

中期経営計画「ENEX2030」｜事業別戦略SECTION 02

事業環境の変化を捉え、
“顧客基盤拡大と付加価値創出”
に挑戦します。
　電力・ユーティリティ事業は、「電力で基盤をつなぎ、環境で未来をひら
く」を基本方針として、電力・熱の安定供給を通じて社会インフラを支え
るとともに、お客様の脱炭素化と経済性の両立を支援することで持続的
な成長を目指します。
　地政学リスクの高まりや需給構造の変化、技術革新などを背景に、当
事業を取り巻く環境は不確実性を増しています。このような事業環境の
もと、発電から需給調整、販売までを一貫して担う事業基盤と、多種多
様なエネルギー商材・サービスを組合せ、最適な形で提供できる強みを
活かし、お客様の幅広い課題の解決に取り組んでいます。更に、これま
で培ってきた需給調整力や、電力・熱関連事業の運営・保守に係る知見・
ノウハウを更に磨き上げ、より付加価値の高いエネルギーサービスの提
供を推進していきます。
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執行役員
電力・ユーティリティ部門長

ガスエンジン発電設備

電力の安定化と
顧客価値の最大化

電熱の効率供給と
省エネ・高度化の推進

再エネの拡大と
新たな収益機会の創出

顧客基盤拡充
（M&A／アライアンス）

電源開発
（調整用電源）

熱供給
エネルギーサービス事業

O&M強化／DX化 太陽光 系統用蓄電池
（特高／高圧）

電力販売事業 熱供給事業 再エネ／金融事業
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